
議案第５６号

　　　令和６年度筑西市水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　令和６年度筑西市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給水戸数（調定件数） 戸

　⑵　年間給水量（年間総有収水量） ㎥

　⑶　一日平均給水量（一日平均有収水量） ㎥

　⑷　主な建設改良事業

 イ 明野浄水場　高圧受変電設備更新工事（継続費） ２１０，０００ 千円

　　　令和６年２月２８日提出 ロ 玉戸浄水場　高圧受変電設備更新工事（継続費） １６８，０００ 千円

（Ｌ＝２，５７０ｍ） ３６５，０００ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　水道事業収益 千円

　第１項　営業収益 千円

　第２項　営業外収益 千円

第１款　水道事業費用 千円

　第１項　営業費用 千円

　第２項　営業外費用 千円

　第３項　予備費 千円

２，１９２，８３３

１９８，９３８

　　支　出

２，３４５，０１７

２，１８９，６３４

１５０，３８３

５，０００

３６，１００

８，４２０，０００

２３，０６８

　　収　入

２，３９１，７７１

 ハ 石綿セメント管更新工事
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（資本的収入及び支出）

　勘定留保資金７２２，７３４千円で補てんするものとする。）。

第１款　資本的収入 千円

　第１項　企業債 千円

　第２項　負担金 千円

第１款　資本的支出 千円

　第１項　建設改良費 千円

　第２項　企業債償還金 千円

　第３項　予備費 千円

（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

款 項 総額 年割額

210,000千円

75,000千円

168,000千円

78,000千円

33,120千円

49,680千円

５，０００

　　支　出

１，６２５，２７７

１，１０７，９２３

５１２，３５４

７８０，０００

２５，８９４

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　８１９，３８３千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９６，６４９千円及び過年度分損益

　　収　入

８０５，８９４

年度

令和６年度

令和７年度

事業名

１資本的支出 １建設改良費

令和６年度

令和７年度

創設事業
（明野浄水場
　高圧受変電設備更新工事）

285,000千円

創設事業
（玉戸浄水場
　高圧受変電設備更新工事） 令和７年度

創設事業
（協和浄水場 取水設備工事）

令和６年度

246,000千円

82,800千円
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（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　第１項　営業費用

　第２項　営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費 千円

（たな卸資産購入限度額）

　　　令和６年２月２８日提出

　　　　　　　筑西市長　須　藤　　　茂

第10条　たな卸資産の購入限度額は、２７，９３７千円と定める。

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費

１５８，５１３

利  率 償 還 の 方 法

 創設事業 400,000千円

普通貸借
又　は

証券発行

５．０％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もしく
は低利に借換えすることができ
る。

 石綿セメント管更新事業 380,000千円

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法
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収　　　　入　　　　　               　　　　　 （単位：千円） 

1 水道事業収益 2,391,771

1 営業収益 2,192,833

1 給水収益 2,101,321

2 受託工事収益 2

3 その他営業収益 91,510

2 営業外収益 198,938

1 受取利息及び配当金 19

2 国・県補助金 9,900

3 長期前受金戻入 188,616

4 雑収益 402

5 消費税還付金 1

令和６年度筑西市水道事業会計予算実施計画（税込み）

収益的収入及び支出

款 項 目 予  定  額 備       考
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支　　　　出 （単位：千円） 

1 水道事業費用 2,345,017

1 営業費用 2,189,634

1 原水及び浄水費 709,233

2 配水及び給水費 452,762

3 受託工事費 1

4 総係費 202,417

5 減価償却費 803,218

6 固定資産除却費 22,001

7 その他営業費用 2

2 営業外費用 150,383

1 支払利息及び企業債取扱諸費 110,382

2 消費税 39,000

3 雑支出 1,001

3 予備費 5,000

1 予備費 5,000

款 項 目 予  定  額 備       考
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収　　　　入　　　　　               　　　　　 （単位：千円） 

1 資本的収入 805,894

1 企業債 780,000

1 企業債 780,000

2 負担金 25,894

1 工事負担金 11,000

2 一般会計負担金 14,894

資本的収入及び支出

款 項 目 予  定  額 備       考

－ 306－



支　　　　出 （単位：千円） 

1 資本的支出 1,625,277

1 建設改良費 1,107,923

1 創設事業費 507,540

2 配水管布設費 572,446

3 固定資産購入費 27,937

2 企業債償還金 512,354

1 企業債償還金 512,354

3 予備費 5,000

1 予備費 5,000

款 項 目 予  定  額 備       考
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 8,446 　有形固定資産の取得による支出 △ 1,011,270

　減価償却費 803,218 　有形固定資産の売却による収入 0

　固定資産除却費 22,000 　国庫補助金等による収入 0

　引当金の増減額（△は減少） 186 　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 25,894

　長期前受金戻入額 △ 188,616 　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 985,376

　受取利息及び受取配当金 △ 19

　支払利息 110,382 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産売却損益（△は増加） 0 　建設改良企業債による収入 780,000

　未収金の増減額（△は増加） △ 18,295 　建設改良企業債の償還による支出 △ 512,354

　前払金の増減額（△は増加） 0 　他会計からの出資による収入 0

　たな卸資産の増減額（△は増加） 0 　財務活動によるキャッシュ・フロー 267,646

　未払金の増減額（△は減少） 4,515

　前受金の増減額 0 4 資金増加（減少）額 △ 86,276

　預り金の増減額 0 5 資金期首残高 1,511,180

　　小計 741,817 6 資金期末残高 1,424,904

　受取利息及び受取配当金 19

　支払利息 △ 110,382

　業務活動によるキャッシュ・フロー 631,454

令和６年度筑西市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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（単位：千円） 

2,618

 備考　（　　）内は、短時間勤務職員外書き

△ 866 △ 7,713

合　計
(　)

-1 △ 3,762 △ 3,085 △ 6,847

0 0 0 △ 743 1,880 1,137 1,481

(　)

損益勘定
支弁職員 0 1 0 3,019 4,965 7,984 2,347

(　)

10,331

22 18 319 72,277 59,886 132,482 23,413 155,895

(　)

6 22,938 22,190 45,128 7,836 52,964

(　)

22 12 319 49,339 37,696 87,354 15,577 102,931

(　)

22 18 319 71,534 61,766 133,619 24,894 158,513

(　)

5 19,176 19,105 38,281 6,970 45,251

(　)

22 13 319 52,358 42,661 95,338 17,924 113,262

(　)

本
年
度

前
年
度

比
　
較

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　計

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　計

資本勘定
支弁職員

計

法 定
福 利 費

合 計
職員数（人） 給  与  費

給与費明細書（水道事業）

区 分
特別職 企業職 報　　酬 給　　料 手　　当

１　総括
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区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

（単位：千円） 

1,880

 （注）本年度の期末・勤勉手当には、翌年度６月期末・勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額
　　　 １０，３１６千円が含まれる。

0 0 186 △ 8 420 △ 74

61,766

1,440 30 30,815 2,276 1,620 9,759 59,886

1,440 30 31,001 2,268 2,040 9,685

管 理 職 手 当
管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

期末・勤勉
手      当

地 域 手 当 児 童 手 当 退 職 手 当 合 計

156 0 66 0 1,134 0

手
　
　
　
当
　
　
　
の
　
　
　
内
　
　
　
訳

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手　　   当

時間外勤務
手　　　当

休 日 勤 務
手　   　当

宿 日 直 手 当

2,232 294 1,473 130 9,763 54

2,388 294 1,539 130 10,897 54
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

給 料 △ 743 1

2

3

手 当 1,880 1

2

３　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

※平均給与月額＝給料月額＋職員手当（期末・勤勉手当、児童手当、退職手当を除く。）

イ　初任給の状況 （単位：円） 

高 校 卒 166,600 164,000 166,600 164,000

大 学 卒 196,200 196,200

区 分 企　　業　　職 技 能 労 務 職
国 の 制 度

企　　業　　職 技 能 労 務 職

令和５年１月１日現在

　平均給料月額（円） 333,694

　平均給与月額（円） 392,763

　平 均 年 齢 （歳） 43.00

区 分 企 業 職 技 能 労 務 職

令和６年１月１日現在

　平均給料月額（円） 327,477

　平均給与月額（円） 363,801

　平 均 年 齢 （歳） 42.08

制度改正に伴う増減分 945 制度改正に伴うもの

その他の増減分 935 職員の異動等に伴うもの

昇給に伴う増加分 801 昇任昇格等に伴うもの

その他の増減分 △ 2,180 職員の異動等に伴うもの

給与改定に伴う増減分 636 給与改定に伴うもの

区 分
増減事由別内訳

説　　　　明 備　　　　考
（千円）
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ウ　級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )
1 5.6

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )
8 44.3

( ) ( ) ( ) ( )
3 16.7

( ) ( ) ( ) ( )
4 22.2

( ) ( )
1 5.6

( ) ( )

( ) ( )
1 5.6

( ) ( ) ( ) ( )
18

( ) ( ) ( ) ( )
1 5.6

( ) ( ) ( ) ( )
1 5.6

( ) ( ) ( ) ( )
5 27.7

( ) ( ) ( ) ( )
5 27.7

( ) ( ) ( ) ( )
4 22.2

( ) ( )
1 5.6

( ) ( )

( ) ( )
1 5.6

( ) ( ) ( ) ( )
18 100.0計 計

８級

７級

５級

６級

２級

４級

５級

３級

４級

100.0

令和５年１月１日
現           在

企 業 職 １級 就業規則

計 計

令和６年１月１日
現           在

８級

２級

３級

１級

７級

５級

６級

４級

５級

３級

４級

２級

３級

１級

２級

企 業 職 １級 就業規則

区 分
企 業 職 技 能 労 務 職
級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
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(級別の基準となる職務内容)

企業職の場合

企 業 職 給 料 表

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

８級

主 な 職 名

主事・主事補

課長補佐

係長

主幹・主任

主事

部長・理事

次長・参事

課長・副参事
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エ　昇給

合 計 企 業 職 技 能 労 務 職

18 18

16 16

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人) 16 16

88.9 88.9

18 18

16 16

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人) 16 16

88.9 88.9

オ　特殊勤務手当

全 職 種 企 業 職 技 能 労 務 職

0.18 0.18

88.89 88.89

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

支 給 対 象 職 員 の 比 率（ ％） (令 和６ 年１ 月１ 日現 在 )

区　　　　　分

本
　
年
　
度

職　員　数(A)　(人)

昇給に係る職員数(B)　(人)

号　給　数　別　内　訳

比率(B)/（A)　（％）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　緊急出動手当・停水処分手当

前
　
年
　
度

職　員　数(A)　(人)

昇給に係る職員数(B)　(人)

号　給　数　別　内　訳

比率(B)/（A)　（％）

区　　　        　　分

－ 314－



カ　期末手当・勤勉手当

( 1.175 ) ( 1.175 ) ( )

2.250 2.250

( 1.150 ) ( 1.150 ) ( )

2.200 2.200

( 1.175 ) ( 1.175 ) ( )

2.250 2.250

キ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

備　　　　考

ク　地域手当

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

（％） 3.0

支 給 率 （％） 3.0

支 給 対 象 職 員 （人） 18

47.709 47.709

(令和６年１月１日現在)

支 給 対 象 地 域 筑 西 市

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置
（ ３ ％ ～ ４ ５ ％ 加 算 )

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

24.586875 33.27075

4.50

そ の 他 の 加 算 措 置

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置
（ ２ ％ ～ ２ ０ ％ 加 算 )

区　　分
２０年勤続

の 者
( 月 分 )

２５年勤続
の 者

( 月 分 )

３５年勤続
の 者

( 月 分 )

最高限度

(月 分)

国 の 制 度
2.35

有

前 年 度
2.30

有
4.40

本 年 度
2.35

有
4.50

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　　　　考
６月(月分) １２月(月分)
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ケ　その他の手当

備考　１　「ウ　級別職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員外書き

　　　２　「カ　期末手当・勤勉手当」の（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

通 勤 手 当 同

区　    分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同
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国  庫
支出金

企 業 債
損益勘定
留保資金

令和６年度 210,000 184,000 26,000 210,000 210,000 73.7

令和７年度 75,000 66,000 9,000 75,000 26.3

計 285,000 250,000 35,000 210,000 210,000 75,000 100.0

令和６年度 168,000 147,000 21,000 168,000 168,000 68.3

令和７年度 78,000 68,000 10,000 78,000 31.7

計 246,000 215,000 31,000 168,000 168,000 78,000 100.0

令和６年度 33,120 29,000 4,120 33,120 33,120 40.0

令和７年度 49,680 43,000 6,680 49,680 60.0

計 82,800 72,000 10,800 33,120 33,120 49,680 100.0

創設事業
（協和浄水場
取水設備工事）

１
建設
改良費

（単位：千円、％）

１
資本的
支出

創設事業
（玉戸浄水場
　高圧受変電
設備更新工事）

継続費
の総額
に対す
る進捗
率ああ

備　考

年　度 年 割 額

同 左 財 源 内 訳

創設事業
（明野浄水場
　高圧受変電
設備更新工事）

継 続 費 に 関 す る 調 書

款 項 事　業　名

全　　　体　　　計　　　画　
令和４
年度末
までの
支払義
務発生
額ああ

令和５年
度末まで
の支払義
務発生
（見込）
額

令和６
年度支
払義務
発生予
定額あ

令和６
年度末
までの
支払義
務発生
予定額

令和７
年度以
降の支
払義務
発生予
定額あ
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（単位：千円） 

左 の 財 源
内 訳

期　間 金　額 期　間 金　額
損 益 勘 定
留 保 資 金

浄水場施設管理業務委託 245,520
令和６年度から
令和８年度まで

226,894 226,894

水道水定期水質検査委託 12,672 令和６年度 12,672 12,672

薬品購入
(次亜塩素酸ナトリウム)

20,562 令和６年度 20,562 20,562

薬品購入
(ポリ塩化アルミニウム)

14,850 令和６年度 14,850 14,850

上下水道料金・企業会計シ
ステム業務委託

43,496に消費税額及
び地方消費税額を加
算した額の範囲内

令和５年度 6,348
令和６年度から
令和９年度まで

25,392 25,392

水道料金徴収検針業務委託
337,000に消費税額
及び地方消費税額を
加算した額の範囲内

令和５年度 59,004
令和６年度から
令和９年度まで

236,016 236,016

当 該 年 度 以 降 の 支 払 義 務
発 生 予 定 額

前 年 度 末 ま で の 支 払 義 務
発 生 ( 見 込 ） 額

債務負担行為に関する調書

限　度　額事　　項
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1 　営業収益

1,910,400,000

2,000

88,557,000 1,998,959,000

2 　営業費用

642,117,000

381,509,000

1,000

186,772,000

813,644,000

22,001,000

2,000 2,046,046,000

  　営業利益 △ 47,087,000

3 　営業外収益

23,000

9,000,000

189,252,000

366,000 198,641,000

4 　営業外費用

107,457,000

928,562 108,385,562 90,255,438

  　経常利益 43,168,438

    当年度純利益 43,168,438

533,955,908

577,124,346

  ⑵　他会計補助金

  ⑶　長期前受金戻入

  ⑷　雑収益

  ⑴　支払利息及び企業債取扱諸費

  ⑵　雑支出

    前年度繰越利益剰余金

    当年度未処分利益剰余金

令和５年度筑西市水道事業会計予定損益計算書(税抜き)

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

(単位：円）

  ⑴　給水収益

  ⑵　受託工事収益

  ⑶　その他の営業収益

  ⑴　原水及び浄水費

  ⑵　配水及び給水費

  ⑶　受託工事費

  ⑷　総係費

  ⑸　減価償却費

  ⑹　固定資産除却費

  ⑺　その他営業費用

  ⑴　受取利息及び配当金
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1 固定資産
有形固定資産

イ 土地 270,613,210
ロ 建物 1,371,976,162

減価償却累計額 △ 884,368,539 487,607,623
ハ 構築物 30,574,444,056

減価償却累計額 △ 16,680,377,551
ニ 機械及び装置 5,933,026,330

減価償却累計額 △ 4,255,821,962 1,677,204,368
ホ 車両及び運搬具 15,670,426

減価償却累計額 △ 13,684,119 1,986,307
ヘ 工具器具及び備品 109,723,450

減価償却累計額 △ 103,901,295 5,822,155
ト 建設仮勘定 3,791,000

有形固定資産合計
無形固定資産

イ 電話加入権 2,575,651
ロ ソフトウェア 160,000

無形固定資産合計 2,735,651
固定資産合計 16,343,826,819

2 流動資産
現金・預金 1,511,180,920
未収金 137,283,320
貸倒引当金 △ 7,000,000
貯蔵品 2,989,656
流動資産合計 1,644,453,896

資産合計 17,988,280,715

13,894,066,505

令和５年度筑西市水道事業会計予定貸借対照表(税抜き)

(令和６年３月３１日）

(単位：円）

資　産　の　部

⑴

16,341,091,168

⑷
⑶
⑵
⑴

⑵
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3 固定負債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 8,088,550,265
企業債合計 8,088,550,265
固定負債合計 8,088,550,265

4 流動負債
企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 504,340,714
企業債合計 504,340,714
未払金 112,169,000
前受金 247,200
引当金

イ 賞与引当金 11,984,000
引当金合計 11,984,000
その他流動負債 43,018,562
流動負債合計 671,759,476

5 繰延収益
長期前受金

イ 受贈財産評価額 729,784,949
ロ 工事負担金 2,967,920,183
ハ 国・県補助金 5,277,501,745
ニ その他長期前受金 714,939,756

長期前受金合計 9,690,146,633
長期前受金収益化累計額

イ 受贈財産評価額 △ 293,366,966
ロ 工事負担金 △ 1,894,405,601
ハ 国・県補助金 △ 3,731,968,815
ニ その他長期前受金 △ 364,421,933

長期前受金収益化累計額合計 △ 6,284,163,315
繰延収益合計 3,405,983,318

負債合計 12,166,293,059

企業債

⑵

⑴

負　債　の　部

⑴

⑷
⑶
⑵

⑸

⑴

(単位：円）
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6 資本金

資本金 5,244,863,310

資本金合計 5,244,863,310

7 剰余金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 577,124,346

利益剰余金合計 577,124,346

剰余金合計 577,124,346

資本合計 5,821,987,656

負債資本合計 17,988,280,715

⑴

⑴

資　本　の　部
(単位：円）
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令和５年度注記事項

1 重要な会計方針に係る事項に関する注記

ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

減価償却の方法は、定額法によっている。

イ たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法によっている。

ア 退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担とすることとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金及び法定福利費引当金

期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

2 予定貸借対照表等に関する注記

賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

令和５年度において、賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金１０，２２８，０００円及び法定福利費引当金

　１，９２２，０００円を取り崩している。

貸倒引当金の取崩し

令和５年度の債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金５，５００，０００円を取り崩している。　　　　　

⑴ 固定資産の減価償却方法等

⑴

⑵

⑵ 引当金の計上方法

⑶ 消費税及び地方消費税の会計処理
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3

リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

１年内　　　　４，０１７，１２０円

１年超　　　１１，５４１，１２０円

　計　　　　１５，５５８，２４０円

4 その他の注記

  該当なし

⑴

⑵ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当年度末未経過リース料相当額

リース契約により使用する固定資産に関する注記　
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1 固定資産
有形固定資産

イ 土地 270,613,210
ロ 建物 1,371,976,162

減価償却累計額 △ 909,279,539 462,696,623
ハ 構築物 31,538,669,056

減価償却累計額 △ 17,324,101,551
ニ 機械及び装置 5,957,412,786

減価償却累計額 △ 4,389,905,962 1,567,506,824
ホ 車両及び運搬具 15,670,426

減価償却累計額 △ 13,981,119 1,689,307
ヘ 工具器具及び備品 109,723,450

減価償却累計額 △ 104,063,295 5,660,155
ト 建設仮勘定 3,439,000

有形固定資産合計
無形固定資産

イ 電話加入権 2,575,651
ロ ソフトウェア 120,000

無形固定資産合計 2,695,651
固定資産合計 16,528,868,275

2 流動資産
現金・預金 1,424,904,920
未収金 155,578,320
貸倒引当金 △ 7,000,000
貯蔵品 4,000,200
流動資産合計 1,577,483,440

資産合計 18,106,351,715

⑷

14,214,567,505

16,526,172,624
⑵

⑴
⑵
⑶

令和６年度筑西市水道事業会計予定貸借対照表(税抜き)

(令和７年３月３１日）

(単位：円）

資　産　の　部

⑴
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3 固定負債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 7,691,301,359
企業債合計 7,691,301,359
固定負債合計 7,691,301,359

4 流動負債
企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,169,235,620
企業債合計 1,169,235,620
未払金 116,684,000
前受金 247,200
引当金

イ 賞与引当金 12,170,000
引当金合計 12,170,000
その他流動負債 43,018,562
流動負債合計 1,341,355,382

5 繰延収益
長期前受金

イ 受贈財産評価額 729,784,949
ロ 工事負担金 2,993,814,183
ハ 国・県補助金 5,277,501,745
ニ その他長期前受金 714,939,756

長期前受金合計 9,716,040,633
長期前受金収益化累計額

イ 受贈財産評価額
ロ 工事負担金
ハ 国・県補助金
ニ その他長期前受金 △ 378,058,933

長期前受金収益化累計額合計
繰延収益合計 3,243,261,318

負債合計 12,275,918,059

△ 3,832,052,815

△ 6,472,779,315

△ 1,955,965,601

(単位：円）
負　債　の　部

⑴ 企業債

⑴

⑵
⑶
⑷

⑴

⑵
△ 306,701,966

⑸
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6 資本金

資本金 5,434,115,310

資本金合計 5,434,115,310

7 剰余金

利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 396,318,346

利益剰余金合計 396,318,346

剰余金合計 396,318,346

資本合計 5,830,433,656

負債資本合計 18,106,351,715

⑴

(単位：円）
資　本　の　部

⑴
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令和６年度注記事項

1 重要な会計方針に係る事項に関する注記

ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

減価償却の方法は、定額法によっている。

イ たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法によっている。

ア 退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担とすることとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金及び法定福利費引当金

期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

2

固定資産の減価償却方法等

引当金の計上方法

消費税及び地方消費税の会計処理

予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　該当なし

⑶

⑵

⑴
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3 予定貸借対照表等に関する注記

賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

令和６年度において、賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金１０，２６２，０００円及び法定福利費引当金

　１，７２２，０００円を取り崩している。

貸倒引当金の取崩し

令和６年度の債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金５，５００，０００円を取り崩している。　　　　　

4

リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

１年内　　　　４，０１７，１２０円

１年超　　　　７，５２４，０００円

　計　　　　１１，５４１，１２０円

5 その他の注記

  該当なし

⑵

⑴

⑴

⑵

リース契約により使用する固定資産に関する注記　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当年度末未経過リース料相当額
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区 分 金 額

1 2,391,771 2,393,514 △ 1,743

1 営業収益 2,192,833 2,194,836 △ 2,003

1 給水収益 2,101,321 2,101,440 △ 119

水道料金 2,101,321 水道料金

2 受託工事収益 2 2 0

漏水修理収益 1 工事収入

1 受託工事費及び事務費

3 その他の営業収益 91,510 93,394 △ 1,884

手数料 3,169 給水工事申請手数料等

加入金 49,703 水道加入金

他会計負担金 38,636 消火栓補修に伴う負担金 5,570

下水道工事に伴う負担金 2,000

下水道事業負担金 31,066

材料売却収益 1

雑収益 1

2 営業外収益 198,938 198,678 260

1 受取利息及び配当金 19 23 △ 4

預金利息 19

×他会計補助金 0 9,000 △ 9,000

他会計補助金 9,000

2 国・県補助金 9,900 0 9,900

県補助金 9,900

3 長期前受金戻入 188,616 189,252 △ 636

長期前受金戻入 188,616 負担金 61,560

補助金 100,084

茨城県水道普及促進支援事業補助金

説 明

水道事業収益

令和６年度筑西市水道事業会計予算実施計画明細書（税込み）

収益的収入及び支出
収  　　 入 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節
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区 分 金 額
説 明

収  　　 入 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節

受贈財産評価額 13,335

その他長期前受金 13,637

4 雑収益 402 402 0

不用品売却収益 1

その他雑収益 401
5 消費税還付金 1 1 0

消費税還付金 1
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支 　　  出

区 分 金 額

1 2,345,017 2,340,146 4,871

1 営業費用 2,189,634 2,191,688 △ 2,054

1 原水及び浄水費 709,233 706,351 2,882

光熱水費 330

委託料 36,621 薬品注入設備点検委託料 1,683

ろ過設備点検委託料 6,688

水質検査委託料（定期・臨時） 14,292

汚泥溶出試験委託料 405

乾燥汚泥収集運搬委託料 1,771

乾燥汚泥最終処分委託料 3,300

汚泥処理委託料 5,445

浄水場沈殿池清掃委託料 2,537

高圧法定点検立会委託料 60

水質計器点検委託料 440

手数料 1

修繕費 49,921 浄水場関係修繕

受水費 539,180 県南西広域水道用水受水費

動力費 46,200 送水電力料

薬品費 36,980

2 配水及び給水費 452,762 439,011 13,751

給料 10,542

手当 8,213 扶養手当 120

住居手当 294

通勤手当 398

時間外勤務手当 2,516

期末・勤勉手当 2,992

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節

説 明

水道事業費用

次亜塩素酸ナトリウム・ポリ塩化アルミニウム
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支 　　  出

区 分 金 額

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節

説 明

退職手当 1,424

児童手当 120

地域手当 320

休日手当 29

賞与引当金繰入額 1,462 期末・勤勉手当

法定福利費 3,327 共済組合負担金

法定福利費引当金繰入額 270 共済組合負担金

旅費 250 会議及び研修旅費

備消品費 1,000

燃料費 791

光熱水費 251 配水場外灯電気料

通信運搬費 1,925 電話使用料 492

専用回線使用料（テレメーター） 1,320

NHK受信料 13

成田WEB監視用光回線使用料 100

委託料 98,169 浄水場機械警備委託料 1,056

浄水場施設管理委託料 75,631

浄化槽保守点検委託料 60

電気施設保安委託料 2,424

浄水場除草・芝生管理委託料 5,305

消防設備定期保守点検委託料 233

高圧電気設備法定点検委託料 2,310

地震による施設点検委託料 176

樹木伐採委託料 500

計装設備点検委託料 5214

撤去石綿管処分委託料 1,500
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支 　　  出

区 分 金 額

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節

説 明

漏水及び埋設管調査委託料 2,000

漏水調査業務委託料 1,760

手数料 14,046 量水器交換手数料 14,000

衛生検査（検便）手数料 8

浄化槽点検手数料 30

車検印紙代 8

賃借料 674 土地借上料

修繕費 108,066 施設修繕費 15,971

漏水修繕費 35,000

消火栓修繕費 5,570

その他修繕費 51,525

負担金 158

保険料 1,328 自動車損害保険料 181

建物共済保険料 248

水道賠償責任保険料 899

公課費 25 重量税

動力費 187,440 配水場電気料

薬品費 225 試薬

材料費 4,500 原材料費

路面復旧費 10,000 道路補修代

補償金 100

3 受託工事費 1 1 0

修繕費 1

4 総係費 202,417 210,678 △ 8,261

報酬 319

給料 41,816

水道事業運営審議会委員報酬
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支 　　  出

区 分 金 額

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節

説 明

手当　 26,919 扶養手当 774

通勤手当 704

特殊勤務手当 130

時間外勤務手当 3,593

管理職手当 1,440

期末・勤勉手当 12,579

退職手当 5,672

児童手当 660

地域手当 1,327

管理職特別勤務手当 30

休日手当 10

賞与引当金繰入額 6,067 期末・勤勉手当

法定福利費 13,395 共済組合負担金

法定福利費引当金繰入額 932 共済組合負担金

旅費 35 会議及び研修旅費

備消品費 2,785

燃料費 45 公用車燃料代

印刷製本費 300 封筒・口座振替依頼書印刷代

通信運搬費 8,607 電話料 252

郵便料 8,355

委託料 75,505 水道料金徴収検針業務委託料 59,004

2,210

水道地図情報システム更新委託料 2,079

水道地図情報システム保守委託料 705
水道地図情報システムデータ修正委託料 10,131

水道事業料金・会計等システム保守業務委託料
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支 　　  出

区 分 金 額

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節

説 明

印刷機保守委託料 30

ホームページ保守委託料 120

消費税申告業務委託料 451

地籍図データ変換業務委託料 55

500

工事用積算システム保守委託料 220

手数料 14,899 口座振替手数料 3,740

コンビニ取扱手数料 5,806

漏水当番手数料 2,139

資金移動・照会サービス利用手数料 396

金融機関窓口収納事務取扱手数料 123

口座振替集中サービス利用手数料 2,695

賃借料 4,448 水道事業料金・会計システム賃借料 4,138

駐車場使用料・有料道路通行料 29

大判プリンター賃借料 142

地図情報システム用複合機賃借料 139

修繕費 500 車両修繕等

負担金 325 日本水道協会負担金 282

市危険物安全協会負担金 3

諸会議負担金 40

保険料 19 自動車損害保険料

補償金 1

貸倒引当金繰入額 5,500 令和７年度分

5 減価償却費 803,218 813,644 △ 10,426

有形固定資産減価償却費 803,178 建物減価償却費 24,911

浄配水場図面データスキャニング委託料
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支 　　  出

区 分 金 額

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節

説 明

構築物減価償却費 643,724

機械及び装置減価償却費 134,084

車両運搬具減価償却費 297

工具器具及び備品減価償却費 162

無形固定資産減価償却費 40 ソフトウェア減価償却費 40

6 固定資産除却費 22,001 22,001 0

固定資産除却費 22,000

棚卸資産減耗費 1 棚卸資産の滅失

7 その他営業費用 2 2 0

材料売却原価 1

雑支出 1

2 営業外費用 150,383 147,458 2,925

1 支払利息及び 110,382 107,457 2,925

企業債取扱諸費 企業債利息 110,381

一時借入金利息 1

2 消費税 39,000 39,000 0

消費税 39,000

3 雑支出 1,001 1,001 0

不用品売却原価 1

その他雑支出 1,000

3 予備費 5,000 1,000 4,000

1 予備費 5,000 1,000 4,000

予備費 5,000
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収  　　 入

区 分 金 額

1 資本的収入 805,894 678,102 127,792

1 企業債 780,000 636,000 144,000

1 企業債 780,000 636,000 144,000

企業債 780,000 創設事業 400,000

石綿セメント管更新事業 380,000

2 負担金 25,894 30,902 △ 5,008

1 工事負担金 11,000 14,000 △ 3,000

工事負担金 11,000 工事負担金

2 一般会計負担金 14,894 16,902 △ 2,008

一般会計負担金 14,894 消火栓設置工事負担金

×国庫補助金 0 4,500 △ 4,500

×国庫補助金 0 4,500 △ 4,500

国庫補助金 0 緊急時連絡管整備事業

×一般会計補助金 0 6,700 △ 6,700

×一般会計補助金 0 6,700 △ 6,700

一般会計補助金 0 緊急時連絡管整備事業

資本的収入及び支出
（単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較
節

説 明
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支 　　  出

区 分 金　　額
1 資本的支出 1,625,277 1,496,715 128,562

1 建設改良費 1,107,923 955,781 152,142
1 創設事業費 507,540 248,954 258,586

委託料 20,100
工事請負費 487,440

2 配水管布設費 572,446 649,667 △ 77,221
給料 19,176
手当 16,318 扶養手当 1,494

通勤手当 437
時間外勤務手当 4,788
期末・勤勉手当 5,114
退職手当 2,589
地域手当 621
児童手当 1,260
休日手当 15

賞与引当金繰入額 2,787 期末・勤勉手当
法定福利費 6,318 共済組合負担金
法定福利費引当金繰入額 652 共済組合負担金
委託料 40,500
負担金 1
工事請負費 486,694

×緊急時連絡管 0 26,000 △ 26,000
整備事業費 工事請負費 0

3 固定資産購入費 27,937 31,160 △ 3,223
量水器購入費 27,937

2 企業債償還金 512,354 539,934 △ 27,580
1 企業債償還金 512,354 539,934 △ 27,580

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　　較
節

説 明
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支 　　  出

区 分 金　　額

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　　較
節

説 明

企業債元金 512,354
3 予備費 5,000 1,000 4,000

1 予備費 5,000 1,000 4,000
予備費 5,000
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